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①保安管理マスター試験合格者の作業監督者の選任に係る特例承認について
②保安図の作成及び提出について
③災害発⽣時の緊急時連絡先について
④鉱⼭保安マネジメントシステムの活動への⽀援について
⑤地区保安対策協議会との連携について
⑥⼀般粉じん関係鉱害防⽌管理者資格認定講習について【情報提供】

資料３－４

その他の周知事項



2

①保安管理マスター試験合格者の作業監督者の選任に係る特例承認に
ついて
平成２８年８⽉１⽇付けの鉱⼭保安法施⾏規則の改正に伴い、特定の作業については、
鉱⼭保安法施⾏規則第４３条第３項の規定に基づき、九州産業保安監督部⻑が認定
（特例資格認定という）した者を作業監督者に選任できるようになりました。⼿続きは以下
のとおりです。

■認定対象となる作業
【鉱⼭保安法施⾏規則第４３条第１項の表】
第１号「⽕薬類の、受渡し、運搬及び発破に関する作業」※存置する作業は含まれないことに注意
第８号「⽯油鉱⼭において⾏うパイプライン及びその附属設備に関する作業」
第１０号「坑廃⽔処理施設及び⽔質汚濁防⽌法施⾏令別表第⼀第六⼗⼆号に掲げる施設の鉱害防⽌に

関する作業」
第１４号「粉じん発⽣施設の鉱害防⽌に関する作業」
○鉱⼭保安法施⾏規則（経済産業省令第86号）
○鉱⼭保安法施⾏規則第４３条第３項に基づく作業監督者の選任要件について（内規）(20160721商局

第1号）

■特例資格認定⼿続きの流れ
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■認定申請
鉱業権者は、認定申請書（様式第１号⼜は第２号）に以下の書類を添付し、九州産業保安監督
部⻑に申請する。※作業監督者に選任する⽇までに時間的余裕を持って申請⼿続を⾏うこと。

［作業区分第１号・第８号・第１４号の認定申請時の添付書類］
○鉱⼭保安推進協議会保安管理マスター制度運営委員会が発⾏した「鉱場技術保安管理⼠」⼜は
「露天採掘技術保安管理⼠」免状の写し
○選任予定⽇から過去４年の間に鉱⼭保安推進協議会保安管理マスター制度運営委員会が発⾏
した「鉱⼭保安法令に関する講習受講証明書」の写し
（※免状取得の際に法令講習を受講した⽇から作業監督者に選任する予定⽇までの期間が４年を
超えている場合のみ）
○鉱⼭保安法施⾏規則第４３条第１項の表の第１号、第８号⼜は第１４号の上欄に定めた作業に
関し⼗分な実務経験（１年以上）を証明する資料（様式第３号）

［作業区分第１０号の認定申請時の添付書類］
○鉱業法第６２条第３項に基づく事業休⽌の認可書の写し
○⼀般財団法⼈休廃⽌鉱⼭資格認定協会（以下「認定協会」という。）が⾏う休廃⽌鉱⼭坑廃⽔
処理資格認定講習に合格したことを証する修了証書（当該認定が有効期間内であるものに限る｡)
の写し

■認定申請書等様式
○様式第１号︓認定申請書（作業区分第１号・第８号・第１４号）
○様式第２号︓認定申請書（作業区分第１０号）
○様式第３号︓実務経験証明書
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■認定
九州産業保安監督部⻑は、鉱業権者に対し、鉱⼭保安法施⾏規則第４３条第３項に基づく

「認定書」を発⾏する。

■選任・届出
鉱業権者は、認定を受けた者の中から該当作業に係る作業監督者を選任した場合、九州産業

保安監督部⻑に対し、上記で交付された「認定書」の写しを添付の上、鉱⼭保安法施⾏規則
第４３条第４項の様式第五号による選任届を提出する。

■その他
①特例資格認定を受けた者の異動について
・特例資格認定は、認定書に記載した鉱⼭においてのみ有効とする。
・特例資格認定を受けた者が、他の鉱⼭へ異動した場合は、異動先鉱⼭の鉱業権者が特例
資格認定を取り直す必要がある。

②選任⽇以降の法令講習受講義務について（作業区分第1号・第8号・第14号）
・特例資格認定を受けて作業監督者に選任された者は、選任⽇以降においても４年に１回
以上の頻度で、鉱⼭保安推進協議会保安管理マスター制度運営委員会が実施する法令講習
を受講する必要がある。当該要件を満たしていない場合、特例資格認定は失効し、作業
監督者の選任に必要な要件を満たしていない者となる。

③特例資格認定を受けた者の選任に係る制限について（作業区分第１0号）
・特例資格認定を受けた者は、休⽌鉱⼭における作業監督者への選任のみであり次の場合
は認めない。
ⅰ）休⽌鉱⼭と稼⾏鉱⼭を兼務する作業監督者
ⅱ）休⽌鉱⼭と稼⾏鉱⼭が共通で使⽤する坑廃⽔処理施設の作業監督者
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②保安図の作成及び提出について

鉱⼭保安法第４２条
鉱業権者は、経済産業省令の定めるところにより、鉱⼭に係る保安図を作成し、これを鉱業事務所に
備え、かつ、その複本を産業保安監督部⻑に提出しなければならない。

（本条については、※罰則規定あり）
鉱⼭保安施⾏規則第４７条
第１項
鉱業権者は、法第４２条の規定に基づき作成した保安図の複本を毎年６⽉末⽇現在のものを
毎年８⽉末⽇までに提出するものとする。ただし、既に提出した保安図の複本から変更がないときは、
その旨を産業保安監督部⻑に申し出て、その提出を⾏わないことができる。

○したがって、本年も８⽉末⽇までに当部⻑あて提出されますよう、改めてお願いします。（６⽉末現在のもの）
作成にあたっては、同上規則第４７条第２項各号の規定に基づくようお願いします。ご不明な点がありましたら、
鉱⼭保安課あてお問い合わせください。

○なお、令和４年度に提出いただいた保安図について、いくつかの鉱⼭に対して、メールまたは電話にて、追加、
修正等のお願いをしておりますので、令和５年度にご提出の際は留意されますよう、重ねてお願いします。

○保安図については、作成及び提出について、以下のとおり規定があります。
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③災害発⽣時の緊急連絡先について

以下の連絡先に連絡をお願いいたします

各課のメールアドレスを変更しており
ますので、ご注意ください
bzl-…
(ﾋﾞｰ, ｾﾞｯﾄ, ｴﾙ, ﾊｲﾌﾝ)
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災害発⽣時の緊急連絡⽅法
地震等の⾃然災害(下記の事象)発⽣時にも、速やかに鉱⼭被害の有無等の連絡を
お願いいたします

以下の事項についてご連絡いただき
たくお願いいたします。
(分かる範囲で結構です)
• 災害発⽣⽇時・発⽣箇所
• 災害概要
• 罹災者の有無
• (罹災者がいれば)罹災の程度、
罹災者についての情報





⑥⼀般粉じん関係鉱害防⽌管理者資格認定講習について【情報提供】
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